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⚫ 顧客の重要課題の
把握とソリュー
ションの検討

顧客の重要課題に対するソリューションの開発・強化

省エネ / 創エネ / 再エネ / 資源循環 / 3R 事業の開発・強化

⚫ モーダルシフトの
拡大

⚫ 低炭素輸送の
開発・提供

⚫ 顧客のCO2排出量
可視化

鉄道輸送：年4%増
（総販売数・千t）※2 6,181

6,146
（88%）

6,986 7,595

内航海運：年1.8%増
（総販売数・千t）※2 2,048

2,095
（97%）

2,150 2,270

Sea & Rail：年5%増
（総販売数・千t）※2 13.5

22.1
（186%）

11.9 13.8

プロテクトBOX拡販：年5%増
（販売総基数・千基）※2 47.2

44.0
（100%）

44.1 51.1

環境価値付加輸送の開発

輸送排出量可視化ツール（NX-GREEN Calculator）の機能強化に
よる既存顧客深耕及び新規顧客獲得

⚫ 共創パートナーの
発掘と事業のタネ
の創造

⚫ DX人財の育成強化

事業の創造による
利益貢献額（億円）

11
26

（371%）
7 40

DX人財専門教育プログラム
累計受講者数（人）

80
※1

160
（100%） 

160 400

サステナブル・ソリューションの開発・強化

重要課題（マテリアリティ）の取組みの詳細と企業価値へのつながり

アクティビティ
サステナビリティ経営の

目指す姿
進捗評価・今後の取組み方針目標設定項目

顧客のマテリ
アリティを解決
するソリュー
ションの創出

物流における
CO2排出量の
可視化と削減の
実現

顧客・産業SCの
変化に対応
し得る
ロジスティクス
柔軟化・最適化

事業の創造による
利益貢献額累計 

2028年目標：
87億円

事
業
活
動
・
事
業
の
成
長
戦
略
の
推
進

マテリアリティ・
ソリューションの
強化

脱炭素ロジスティ
クス・ソリュー
ションの強化

DX推進による
ロジスティクス・
ソリューションの
強化

2024年
実績

2025年実績
（達成率）

2025年
目標

2028年
目標

※1 日本国内のグループ会社（日本通運株式会社含む） ※2 日本通運株式会社

脱炭素ロジスティクス・ソリュー
ション、DX推進によるロジスティ
クス・ソリューション、マテリア
リティ・ソリューションの3領域に
おいて、各種取組みが進展。脱炭
素ロジスティクス・ソリューショ
ンでは、Sea & Railやプロテクト
BOXの販売が年度計画を達成。DX
推進によ るロジ スティ クス ・ ソ
リューションでは、新たな事業創
造を通じた利益貢献が年度計画を
上回る 水準で 進捗 。マ テリア リ
ティ・ソリューションでは、お客様
課題の切り口整理、グループ営業体
制の整備、営業支援・管理システム
（ナレッジワーク、Salesforceな
ど）の活用など、推進基盤の整備が
進展。

一方で、個別施策・個別ソリュー
ション起点での推進にとどまって
おり、お客様の事業活動や経営課
題を踏まえた統合的な提案力の強
化、ならびに提供価値の差別化を
通じた収益化拡大には課題。

今後は、お客様の事業活動や経営
課題を起点に全体の枠組みを見直
し、ソリューション開発、営業、
サービス提供を一気通貫で強化す
る。これにより、課題解決力の高
度化を通じた差別化を図るととも
に、収益化の拡大につなげる。

企
業
価
値
の
向
上
（
Ｐ
Ｂ
Ｒ
向
上
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現

ROEの向上
（財務資本の強化）

PERの向上
（期待利益成長率
の向上、株主資本
コストの低減）

• 事故災害のない
安全な社会の
実現

社会的価値

• カーボンニュー
トラル社会実現
への貢献

• 循環型社会への
貢献

環境的価値

• イノベーティブ
な社会の実現

経済的価値

顧客数・
取引量増加

社会関係資本

顧客数・
取引量増加

社会関係資本

自然資本
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グローバル・サプライチェーンの強靭化

重要課題（マテリアリティ）の取組みの詳細と企業価値へのつながり

※1 RTO：目標復旧時間 ※2 日本通運株式会社 ※3 NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社、日本通運株式会社、 ＮＸキャッシュ・ロジスティクス株式会社 ※4 開封率は、各回の訓練メールの内容に依存する点には留意が必要 ※5 年間4回の訓練に
おける全社平均値の最小値～最大値 ※6 NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社、日本通運株式会社、ＮＸキャッシュ・ロジスティクス株式会社、ＮＸ情報システム株式会社

アクティビティ 進捗評価・今後の取組み方針目標設定項目

事
業
活
動
・
事
業
の
成
長
戦
略
の
推
進

⚫ 安定的な
事業継続のための
リスク管理

⚫ 非常時の
事業継続のための
危機管理

グループ全体に係るリスク管理の体制整備

重要リスクの特定

グループ各社でのBCP策定推進

グループ各社での危機管理訓練の実行・支援

リスク管理研修受講率（%） 98 97 90 100

⚫ ITインフラに
おける非常時への
対策強化

⚫ サイバーセキュリ
ティの強化

BCP 採択訓練の
RTO※1達成率（%）※2 100

100
（111%）

90以上 90以上

従業員のセキュリティ
教育の受講率（%）

97
※6

93
（103%）

90以上 90以上

標的型攻撃メール訓練
の開封率（%）※4,5

0.8～
23.6

※6

0.8～
4.2
※6

5未満 5未満

標的型攻撃メール訓練
の通報率（%）※5

52.1～
61.0

※6

23.4～
29.2

※6

80以上 80以上

⚫ 業務の効率化

⚫ データ利活用に
よるリソース
最適配置

⚫ DX人財の育成強化

事業の改革による生産性
向上貢献額（億円）

63
71

（65%）
110 230

自動化技術導入による
作業の削減時間累計
（2023年比、%）

8.1 7.2 7.0 30

DX人財専門教育プログラム
累計受講者数（人）

80 
160

（100%）
160 400

リスクに対する
事業基盤の強化

ITインフラの
整備と
セキュリティ
レベル向上

DX推進による
ロジスティクスの
高効率化、
高品質化、
高収益化

重要リスクの
低減

重大セキュリティ
インシデントの
撲滅

人とデジタルの
調和による
ロジスティクス
の強靭化

2024年
実績

2025年実績
（達成率）

2025年
目標

2028年
目標

サステナビリティ経営の
目指す姿

リスク管理では、自然災害・サイ
バーセキュリティなどのグループ
重要リスクを特定し、発生可能性
と影響規模の評価に基づく対応計
画を策定。

危機管理 では、 グルー プ各社 で
BCPの整備を推進しており、今後
も実効性向上のための取組みを継
続する。

グループ横断型の専門組織を中心
に、グローバルでの教育・訓練基
盤の拡充やランサムウェアなどへ
の脅威対策を推進し、KPIを達成。
今後もグループ連携の強化を通じ
て施策の高度化を図る。

DX人財の育成は教育プログラムの
受講者数がKPIを達成し、着実に進
捗。生産性向上についてはRPA・
デジタルピッキングなどの導入で
一定の効果を確認したものの、KPI
は未達。

今後は効果検証済み施策の横展開
とデータ基盤の整備を通じ、収益
貢献の拡大を図る。

企
業
価
値
の
向
上
（
Ｐ
Ｂ
Ｒ
向
上
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現

ROEの向上
（財務資本の強化）

PERの向上
（期待利益成長率
の向上、株主資本
コストの低減）

• 安定的なサプ
ライチェーン
の実現

社会的価値

社会関係資本

重大セキュリティ
インシデント
発生件数

2024年実績：0件
2025年目標：0件
2025年実績：0件
2028年目標：0件

社会関係資本

事業の
改革による
生産性向上
貢献額累計

2028 年目標：
730億円

人的資本

知的資本

製造資本
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気候変動への対応強化

重要課題（マテリアリティ）の取組みの詳細と企業価値へのつながり

アクティビティ 進捗評価・今後の取組み方針目標設定項目2024年
実績

2025年
実績

2025年
目標

2028年
目標

Scope3の削減

事
業
活
動
・
事
業
の
成
長
戦
略
の
推
進

⚫ 環境配慮車両の
導入

環境配慮車両の保有割合※1 75.1% 79.5％ - -

⚫ 省エネ：
LED照明切替等

⚫ 創エネ：
再エネ発電設備の
導入促進

⚫ 再エネ：
環境価値の利用
などによる再エネ
由来電力の使用

再生可能エネルギー電力
使用量割合（自家発電、再生
可能エネルギー由来電力、取
得環境価値）※2

2.74％ 6.39％ - -

⚫ モーダルシフト

⚫ サプライヤーエンゲージメントの取組み

利用運送における排出量の把握（輸送モード別、トンキロ法）

Scope1の削減

Scope2の削減

※1 日本通運株式会社 ※2 日本国内のグループ会社（日本通運株式会社含む） ※3 利用運送を含むScope3のカテゴリー1（購入した製品・サービス）が対象

サステナビリティ経営の
目指す姿

拠点統合・車両集約などを通じた
物流オペレーションの効率化によ
り、前年比29,290t-CO₂の削減を実
現。

引き続き運行効率改善を推進し、
排出量の着実な低減を図る。

物流施設への太陽光発電設備の設
置拡大および再生可能エネルギー
由来電力の調達を積極的に実施し、
前年比5,423t-CO₂を削減。

今後も再生可能エネルギーの活用
推進、および照明・空調の高効率
化等の省エネ施策を継続する。

モーダルシフトおよび低炭素サー
ビスの拡充を推進するとともに、
排出量の算定・開示の精緻化にも
注力。

今後は顧客・協力会社のみならず
行政・業界団体とも連携し、サプ
ライチェーン全体の脱炭素化を加
速する。

企
業
価
値
の
向
上
（
Ｐ
Ｂ
Ｒ
向
上
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現

ROEの向上
（財務資本の強化）

PERの向上
（期待利益成長率
の向上、株主資本
コストの低減）

• カーボンニュー
トラル社会実現
への貢献

環境的価値

Scope1,2
排出量の削減（千t-CO2）

2024年実績：726
2025年実績：691
2026年目標：641
2028年目標：537

自然資本

Scope3
排出量の削減※3（前年比、%）

2024年実績：ー
2025年実績：▲2.5
2026年目標：▲2.5
2028年目標：▲2.5

自然資本
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イノベーションを生む人財力の向上

重要課題（マテリアリティ）の取組みの詳細と企業価値へのつながり

アクティビティ 進捗評価・今後の取組み方針目標設定項目2024年
実績

2025年実績
（達成率）

2025年
目標

2028年
目標

事
業
活
動
・
事
業
の
成
長
戦
略
の
推
進

⚫ グループ経営人財の
育成

⚫ グローバル人財の
確保・育成

サクセッションプランの活用

ポスキャリによる配置数
（ポスト）

135
172

（143%）
120

以上
120

以上

人財ポートフォリオの作成・活用

グローバル人財育成関連
研修の参加者数（人）

1,033
1,223

（122%）
1,000
以上

1,000
以上

⚫ エンゲージメントの
向上

⚫ 社員の
キャリア支援

⚫ リスキリングによ
るキャリアの充実

アプセンティーイズム
（日）※1 1.73

1.71
（96%）

1.64
以下

1.54
以下

男性の育児休業
取得率（%）※1 46.8

57.1%
（104%）

55
以上

70
以上

キャリア支援の充実

リスキリングによる計画的人員再配置

⚫ 女性活躍推進

⚫ 外国人財の
活躍推進

⚫ 障がい者雇用推進

⚫ インクルーシブな
職場風土の構築

女性管理職
比率（%）※1 3.76

4.76
（95%）

5
以上

8
以上

日本リージョンにおける外国籍人財の環境改善

障がい者雇用率（%）※2 2.47
2.36

（94%）
2.5

以上
2.7

以上

心理的安全性
サーベイスコア（pt）

65
67

（102%）
66

以上
69

以上

Well-being
の充実

DE&Iの推進

優秀な人財の
確保・育成

※1 日本国内の主要グループ7社 ※2 NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社および、グループ適用認定会社の合算値（障がい者雇用促進法に基づいて算出） ※3 「総合力」＝「多様で優秀な人財の充実」＋「一人ひとりのパフォーマンス向上」＋「イ
ンクルーシブな職場風土の構築」

多様で優秀な
人財の充実

一人ひとりの
パフォーマンス
向上

自律 / 
挑戦・変革 / 
誠実さ
サーベイスコア（pt）

2024年実績：68
2025年実績：70
2025年目標：70以上
2028年目標：73以上

ワークエンゲージ
メントスコア（pt）

2024年実績：71
2025年実績：72
2025年目標：73以上
2028年目標：76以上

サステナビリティ経営の
目指す姿

KPIはいずれも100%超で順調に進
捗。日本通運株式会社ではコアロ
ジスティクス事業に必要な重点人
財区分を特定し、戦略的配置・育
成施策を具体化。

今後は取組みを継続するほか、区
分ごとの充足状況をモニタリング
し、人財基盤の強化を推進する。

KPIは概ね順調に進捗。また、グ
ループキャリア支援方針を策定し、
社員の自律的なキャリア形成に対
して会社が学びと機会を提供する
姿勢を明確化。
今後は取組みを継続するほか、各
種施策の実施結果を踏まえ、社内
公募や学 び直し 支援な どを含 む
キャリア支援施策全体の充実を図
る。

女性管理職比率は2025年度目標に
未達。障がい者雇用率は法定雇用
率に未達。
今後は、 女性管 理職候 補層の 育
成・登用計画を具体化し、2028年
度末8％の達成を目指す。障がい者
雇用は、制度改定を見据え、定着
支援と業務創出を強化する。
また、グローバル経営幹部候補の
多様化に 向け 、 外国籍 人財の 採
用・配置を継続実施する。

企
業
価
値
の
向
上
（
Ｐ
Ｂ
Ｒ
向
上
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現

ROEの向上
（財務資本の強化）

PERの向上
（期待利益成長率
の向上、株主資本
コストの低減）

• 働く人の幸せ
• 公平で安定的な

雇用の提供

社会的価値

• 選ばれ続ける
ロジスティクス
カンパニー

経済的価値

ＮＸコア
エンゲージメント
スコア（pt）

2024年実績：72
2025年実績：73
2025年目標：73以上
2028年目標：76以上

総合力※3の向上

人的資本

人的資本
インクルーシブな
職場風土の構築

DE&I
サーベイスコア（pt）

2024年実績：66
2025年実績：68
2025年目標：65以上
2028年目標：68以上

社会関係資本
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重
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Contents

人権の尊重と責任ある企業活動の実現

重要課題（マテリアリティ）の取組みの詳細と企業価値へのつながり

アクティビティ 目標設定項目

コンプライアンス
の徹底

安全・安心の確保

人権尊重への
取組み

コンプライ
アンス違反
の撲滅

⚫ 重大交通事故・
重大労働災害・
重大貨物事故
の撲滅

⚫ 交通事故・
労働災害発生
の低減

事業活動における
人権の尊重

⚫ コンプライアンス
教育の実施

⚫ モニタリングの
実施

⚫ グループ各社に
おけるグローバル
内部通報制度の
導入

コンプライアンス研修
受講率（%）

96 95 - -

腐敗と贈収賄に関する罰金
額、有罪判決の件数（件）

発生ゼロ 発生ゼロ 発生ゼロ発生ゼロ

グローバル内部通報制度の導入

⚫ グループでの
労働安全の推進

安全品質管理標
準に基づく自主
点検実施率（%）

100 100 - -

安全文化の構築・強化のため
の安全推進担当者会議の継続
実施（回）

2
※リージョン

ごと

2
※リージョン

ごと

- -

安全取組み事項の実施

安全研修受講率（%） 100 100 - -

⚫ 人権方針および
調達方針の策定

⚫ 人権リスクの
特定・評価

⚫ 人権リスクの
予防・是正

⚫ 人権取組み
推進体制の構築

自社と一次サプライヤーにおける人権デューデリジェンスの実施

サプライヤーマネジメントの対応方針の策定

苦情処理メカニズムの構築

各階層別の研修プラグラムの作成・実施

サプライヤーの人権リスク
評価実施数・率
（NIPPON EXPRESSホール
ディングス株式会社実施）

実施数
11社
回答数
11社

実施数
528社
回答数
353社

- -

2024年
実績

2025年実績
（達成率）

2025年
目標

2028年
目標

（回答率
100%）

（回答率
66.9%）

進捗評価・今後の取組み方針

事
業
活
動
・
事
業
の
成
長
戦
略
の
推
進

サステナビリティ経営の
目指す姿

グループ全体でコンプライアンス
教育を実施し、受講率は約95％を
達成。内部通報制度では年間497件
を受け付け、重要事案はコンプラ
イアンス委員会を経て取締役会へ
報告。

今後も教育の継続とモニタリング
強化を通じ、コンプライアンス経
営の実効性を高める。

グループ各社で安全推進体制を構
築。また、安全品質管理標準に基
づく自主点検や、安全推進担当者
会議、安全研修を継続して実施。
今後も安全教育の拡充や事故事案
の傾向を踏まえた重点取組み施策
のさらなる強化を図る。

グループ101社を対象に人権リスク
評価を実施し、重要リスクの特定、
予防・是正策の推進とモニタリン
グ体制を構築。サプライヤー向け
人権デューデリジェンスや社外ス
テークホルダー向け苦情処理窓口
の整備も実施。
今後はこれらの取組みの実効性を
高め、サプライチェーン全体での
人権リスク低減を図る。

企
業
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値
の
向
上
（
Ｐ
Ｂ
Ｒ
向
上
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現

ROEの向上
（財務資本の強化）

PERの向上
（期待利益成長率
の向上、株主資本
コストの低減）

• 事故災害のない
安全な社会の
実現

• 働く人の幸せ
• 公平で安定的な

雇用の提供

社会的価値

• 選ばれ続ける
ロジスティクス
カンパニー

• 公平で安定的な
ビジネス機会の
提供

経済的価値

知的資本

知的資本

コンプライアンス違反
による法的措置を伴う
重大事件発生件数

2024年実績：0件
2025年実績：0件
2025年目標：0件
2028年目標：0件

社会関係資本

社会関係資本
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